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＊文部科学省
「学校基本調査」を基にBetween編集部にて作成
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＊文部科学省「高等学校教育の在り方ワーキンググループ審議まとめ参考資料集」、
文部科学省・厚生労働省「21世紀出生時縦断調査（平成13年出生児）」（令和2年）を基にBetween編集部にて一部加工
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＊文部科学省「高等学校教育の在り方ワーキンググループ審議まとめ 参考資料集」を
基にBetween編集部にて一部加工

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

1,400

1,200

1,000

800

600

400

200

0

3.5

3

2.5

2

（人）

公立 私立 株立 全体

（人）

（千人） （倍）

文／鈴木康介

　
15
歳
人
口
は
3
年
後
に
1
0
0
万
人

を
切
る
見
込
み
だ
【
図
表
1
】。
高
校

進
学
率
は
約
99
％
の
た
め
、
15
歳
人

口
減
に
伴
い
高
校
は
規
模
を
縮
小
し
つ

つ
あ
る
。
最
盛
期
の
1
9
9
0
年
頃
と

比
べ
る
と
、
全
日
制
・
定
時
制
の
学
校

数
は
86
%
、
生
徒
数
は
51
%
ま
で
減
っ

た
【
図
表
3
、
４
】。
一
方
で
、
通
信

制
高
校
は
増
加
し
て
お
り
、
学
校
数
は

約
４
倍
の
3
3
3
校
、
生
徒
数
は
約
2

倍
の
30
万
人
で
、
高
校
生
全
体
の
1
割

に
近
づ
い
て
い
る
。
学
校
数
・
生
徒
数

ど
ち
ら
も
7
割
程
度
を
占
め
る
公
立
は

【
図
表
2
】、
高
校
無
償
化
政
策
に
よ
る

私
立
志
望
の
高
ま
り
に
よ
り
、
入
試
倍

率
の
低
下
が
顕
著
だ
。
例
を
挙
げ
る
と

【
図
表
5
】、
大
阪
で
は
、
志
願
倍
率

は
2
0
2
4
年
度
に
急
低
下
し
、

2
0
2
5
年
度
に
は
1
・
02
倍
ま
で
落

ち
込
ん
だ
。
募
集
人
員
も
2
0
2
5
年

度
か
ら
2
年
続
け
て
1
5
0
0
人
程

度
削
減
さ
れ
て
い
る
。
埼
玉
で
も
、

2
0
2
6
年
度
の
倍
率
は
1
・
04
倍
に

ま
で
落
ち
込
ん
だ
。
他
の
地
域
も
同
様

で
、
定
員
の
縮
小
や
再
編
統
合
、
公
立

の
魅
力
化
に
よ
る
生
徒
募
集
強
化
を

図
っ
て
い
る
【
図
表
６
】。

　
私
立
は
無
償
化
の
恩
恵
を
受
け
て
人

気
は
高
ま
っ
た
が
、
そ
れ
以
上
に
少
子

化
の
影
響
が
大
き
く
、
志
願
者
数
や
志

願
倍
率
は
低
下
し
て
い
る
【
図
表
7
】。

入
学
定
員
充
足
率
が
1
0
0
％
を
超
え

た
の
は
2
県
【
図
表
8
】。
こ
れ
ら
15

歳
市
場
の
募
集
の
厳
し
さ
は
、
早
け
れ

ば
次
年
度
よ
り
18
歳
市
場
に
も
及
ぶ
。

　
生
徒
数
・
学
校
数
が
増
加
し
て
い
る

通
信
制
高
校
は
、
在
籍
者
数
5
0
0
人

未
満
の
小
規
模
校
が
半
分
を
占
め
る
一

方
、
5
0
0
0
人
以
上
の
生
徒
を
抱
え

る
大
規
模
校
も
一
定
数
あ
る
【
図
表

9
】。
生
徒
の
う
ち
、
中
３
で
不
登
校

経
験
者
は
全
体
で
6
割
弱
だ
が
【
図
表

10
】、
中
学
卒
業
後
、
そ
の
ま
ま
入
学

す
る
生
徒
が
増
加
す
る
高
校
も
多
く
、

幅
広
い
層
か
ら
選
ば
れ
つ
つ
あ
る
。

　
質
の
面
で
は
ど
う
か
。【
図
表
11
】

は
２
０
０
１
年
出
生
児
の
縦
断
調
査
に

よ
る
校
外
学
習
時
間
の
推
移
を
見
た
も

の
だ
。
平
日
・
休
日
共
に
学
校
外
で
の

学
習
を
「
し
な
い
」
と
回
答
す
る
生
徒

の
比
率
が
高
1
時
点
で
急
増
し
、
そ
の

比
率
は
高
3
時
ま
で
ほ
ぼ
3
割
程
度
で

変
わ
ら
な
い
。
大
学
受
験
を
控
え
た
高

校
3
年
生
で
は
3
時
間
以
上
「
す
る
」

者
が
増
加
す
る
も
の
の
、
学
習
姿
勢
が

身
に
付
い
て
い
る
か
を
入
試
や
入
学
前

後
で
確
認
し
、
入
試
や
教
育
の
設
計
に

生
か
す
必
要
が
あ
る
だ
ろ
う
。

公
・
私
立
共
に
厳
し
い

高
校
の
生
徒
募
集
環
境

5 No.320 4No.320

＊１ 文部科学省「学校基本調査」より。2025年時点で、高校進学率は98.6％。
＊2 志願確定者数/入学許可予定者数で算出

進
学
者
減
時
代
の
学
生
募
集
を
考
え
る
手
が
か
り
と
し
て
、

ま
ず
少
子
化
の
影
響
を
先
行
し
て
受
け
る
高
校
の

生
徒
募
集
の
構
造
や
、変
化
を
整
理
し
て
い
く
。

【図表1】15歳人口の推移

【図表3】高校数の推移【図表4】生徒数の推移

【図表5】近年の公立高校入試結果の例

埼玉県公立高校志願確定者数と志願確定倍率

休日平日

大阪府公立高校一般選抜の志願倍率の推移

【図表2】高校の状況（2025年度）【図表6】各都道府県での高校の再編統合や高校改革例 

【図表8】都道府県別私立
高校の入学定員充足状況

【図表9】通信制高校の
学校別在籍生徒数の割合

【図表10】通信制高校の入学者のうち
中3時に不登校だった生徒数

【図表11】学校外での学習時間の推移

【図表7】私立高校の志願者数等と志願倍率の推移
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都道府県 生徒募集の状況や高校の再編統合など 高校改革例

道立高校を2校市町村へ移管し、地域振興を軸
にした特色ある高校づくりへ／地域連携特例校
制度の導入／市町村による道立高校への支援
（通学費の支援、寄宿舎・協議会等の設置） 等

1988年度から2022年度で中学校卒
業者数が45％に減／1996年度から
2022年度までに高校数は５６校減。
188校へ／3割の市町村が高校0

2020～2024年度で募集定員1,200
名減、入学者数1,180名減、2024～
2030年度までの間で中学校卒業者数
が2,141名減見込み

2001年度から20年間で10校閉校、
114学級減、公立の生徒数約43%減
／2022年度の公立校の定員充足率
は82%、55校中45校が未充足

県立高校の魅力化構想のもと、アドバイザーや
学校魅力化支援員を派遣／離島・半島の地
域の小規模校向けに、遠隔授業配信センター
を設置。キャリア教育・学校DXを拡充　等

5つの県立高校等に医学コースを設置／10
校の中高一貫教育校を設置／外国人生徒支
援の拡充／IT未来高校・つくばサイエンス高校
の設置／学校連携型キャンパス制導入　等

＊北海道と長崎県は、文部科学省「第2回高等学校教育の在り方ワーキンググループ」（2022年12月1日）、
茨城県は、茨城県教育委員会資料（2024年10月17日）を基にBetween編集部にてまとめ  
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文科省に聞く！

7 No.320 6No.320

＊1 高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）～2040年に向けた「N-E.X.T.(ネクスト)ハイスクール構想」～  
＊2 採択都道府県数は38、類型1は40校、類型2は19校、類型3は17校　＊３ デジタル技術等を活用して現在よりも高い賃金を得るエッセンシャルワーカー  

＊文部科学省「高等学校教育改革促進基金の創設」資料を基に編集部で作成 ＊文部科学省「高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）【概要】」を基に編集部で作成

＊文部科学省「高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）【概要】」を基にBetween編集部で作成

＊文部科学省「令和7年度産業イノベーション人材育成等に資する高等学校等教育改革促進事業公募要領」を基にBetween編集部で作成【図表4】都道府県における連携・協働体制の構築

N-E.X.T.ハイスクール構想の狙いと
大学への期待は？
初等中等教育局
高等学校振興課長

寺島 史朗

̶̶構想の背景と、高校改革の具体的な方向は？
　背景には、社会状況が大きく変化する、「2040年問題」があり
ます。特に産業構造の変化による労働力需給のギャップは深刻
です。この先も、従来型の進路指導や教育を続けていて、本当に
子どもたちの将来を照らせるのだろうかという問題意識がありまし
た。また、高校教育はこれまで設置者の自治体に判断を委ねてお
り、国が長期的なビジョン形成や、それに基づく支援を十分に行え
ていなかったという反省もあります。そこで今回、国として初めてグ
ランドビジョンを策定して高校改革の方向性を示し、各都道府県
の変革を支援する基金も用意しました【図表3】。
　改革にあたっては、3つの視点を重視しています。1つ目は「学
びの在り方の転換」です。小・中学校では探究的な学びが広まり
つつありますが、高校はいまだ知識詰め込み型の学習が続いてい
る面があることは否めません。課題を発見し、解決に向けて多様な
人と協働する力を育成する探究学習は、情報があふれる中で多
様な人々の合意形成を図っていくには必要な教育です。一方で
基礎学力がないと探究はできないため、高校教員の力量が問わ
れます。大学には、探究学習の支援や学びの成果を評価する入
試の実施で協力をしていただきたいです。2つ目は「最先端を学ぶ
高校の特色化・魅力化」です。今後の産業構造を考えると、理数・
情報・STEAM的な学びを採り入れ、デジタルやAIへの関心を高
める教育が必須です。また、地域のエッセンシャルワーカーを輩出
する専門高校の機能を強化し、現状2割ほどの生徒数の割合を3
割まで上げていく計画です。各高校がどの役割を果たすかを選択
し、自校の特色として打ち出すことを支援していきます。3つ目の
「学ぶ機会・アクセスの確保」は、テクノロジーも活用しながら、どこ
にいても学びにアクセスできる環境をつくるための視点です。小規
模校であっても、遠隔授業やオンラインの活用により、必要な科目
を履修できる環境を整え、子どもたちに学びを保障していきます。

̶̶構想を推進する3,000億円の基金の事業スキームは？
　基金を活用して各地域でパイロットケースを創出し、域内の高
校に普及させていくことをめざしています。まず、都道府県が、国の
グランドデザインをふまえた実行計画を策定します。この計画は、
教育委員会だけでなく知事部局、産業界、大学等も加わっての、
地域の実情に応じた人材育成計画であることを求めています【図
表４】。今回の基金で、都道府県は3類型に応じた改革先導拠点
（パイロット校）を申請します。申請できる校数は最大4校で、審査
を経て採択されると、必要経費が国から都道府県の基金へと拠
出されます。使途は幅広く、設備の整備や改修のほか、外部人材
の人件費などにも利用できます。ただし、単なる老朽化改修や、本
来、県が行うべき整備には使えません。あくまで「改革に資する」
用途が対象です【図表2】。

̶̶この構想の実現に向け、大学に期待する役割は？
　本事業は、他県の大学でも参画はできますが、特に地方の大
学には、立地する地域内の子どもの教育に積極的に関わってほ
しいと思います。例えば、高校の探究活動に伴走し、課題設定の
考え方や検証の方法、成果のまとめ方を専門的な立場から支援
したり、工業高校や理数系に力を入れる高校が本基金を使って
整備したラボで、高校生と大学、地元企業が共同研究に取り組
むといったことも考えられます。そのための人件費や交通費などは
経費として認められます。公募は締め切られていますが、基金は3
年間の運用です。基金の運用後も、パイロット校から地域内で横
展開していく際は、多くの大学の力が必要になるでしょう。
　地域の人材育成は高校・大学・行政が単独で行えるものでは
なく、どれか一つが「白けてしまう」だけでも実現不可能です。文科
省も、初等中等教育局と高等教育局とで連携し、高校と高等教
育の一体的な改革を図れるよう準備をしているところです。各大
学も地域と協働し、取り組んでいただくことを願っています。

てらしましろう●2001年文部科学省入省。初等中等教育局、大臣官房総務課、宮城
県教育委員会教職員課長、総合教育政策局学力調査室長などを経て、2026年4月より
現職。高校無償化や高校教育改革の推進など、高等学校に関する教育を幅広く担当。
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【図表1】高校改革の方向性～2040年に向けた高校の姿～

特集  進学者減時代の学生募集

不確実な時代を自立して生きていく主権者
として、AIに代替されない能力や個性の伸長

我が国や地域の経済・社会の発展を
支える人材育成

３つの視点を重視しながら、更なる高校改革を進め、N-E.X.T.ハイスクール構想を実現する。
高校から大学・大学院に至るまでの一貫した改革により、強い経済や地域社会の基盤となる人材を育成する。 

一人一人の多様な学習ニーズに対応
した教育機会・アクセスの確保

【図表2】高等学校教育改革促進基金「産業イノベーション人材育成等に資する高等学校等教育改革促進事業」の概要 

▶リアルとデジタルの良さを組み合わせつつ、「好
き」を育み、「得意」を伸ばす機会を確保し、生徒の
実態を踏まえた柔軟な教育課程の実現
▶スクール・ミッション、スクール・ポリシーを踏まえた
教育活動の改善、公表
▶高校教育と一貫した大学教育改革（主体的・自
律的な学修のための環境構築、出口における質保
証等）

▶探究・文理横断・実践的な学び、STEAM教育、
産業界と協働した専門高校の学びの充実
→理数・文系的素養やAIを使いこなす力を身に付
け、社会で活躍するロールモデルを体感
▶各高校の特色化・魅力化
→学科構成の見直し、専門高校の機能強化・高
度化、グローバル人材の育成
→「普通科」の在り方の転換、即戦力の人材と進
学を見据えた高度専門職人材の育成

▶全国どこにいても多様で質の高い学びを保障
し、地方の生徒はもとより誰一人取り残されず、全
ての生徒の可能性を最大限引き出す
（地理的アクセスの確保、都道府県の実情等に応
じた学校配置・規模の適正化、小規模校を含む遠
隔授業等の推進）
▶通信制高校の教育の質の確保・向上
▶不登校生徒への学習支援、特別支援教育や日
本語指導が必要な生徒への教育の充実

アドバンスト・エッセンシャルワーカー等育成支援
【目標】地域の産業界等と連携・協働した取組を行う専門高校：100%／少子化傾向においても専門
高校の生徒数を現在と同水準 
【イメージ】地域発のイノベーションを興すことのできる人材等の育成を目指し、理論と実践の往還によ
るカリキュラムの実施等に取り組み、必要な施設設備の高度化が図られた学校
【取り組み例】教育内容の高度化・スマート化のための大型・DX設備整備／産業界のニーズに対応し
た学科・コースの設置、学校設定教科・科目等の開設／地元産業界等の協力による長期インターン
シップ／高等教育機関等と連携・協働し、進学も見据えた高度専門職人材の育成

多様な学習ニーズに対応した教育機会の確保
【目標】学びの状況に関する生徒の肯定的な評価の向上／高校卒業段階の進路未決定者の割合
の半減 
【イメージ】学校の枠を超えて多様な人々と協働し、社会の課題を主体的に探究・解決できる人材等
の育成を目指し、柔軟で質の高い学びの実践等に取り組み、必要な施設設備の高度化が図られた
学校
【取り組み例】教科・科目充実型の遠隔教育／小規模校同士をつなぐ探究PJの実施／取り組みに
必要な設備整備、施設改修等）等

理数系人材育成支援　
【目標】文理横断的な学びに取り組む普通科高校：100%／普通科でいわゆる文系と理系の生徒の割合：同程度 
【イメージ】文理にとらわれない幅広い教養等を備えた新しい価値を創造する人材等の育成を目指し、実
社会につながる生きた授業の実践等に取り組み、必要な施設設備の高度化が図られた学校
【取り組み例】文理融合型の学びの提供（学科・コースの転換、「理数探究基礎」などの必履修等）／理数
系教科の学びの充実に向けた環境整備（学校設定科目の開設〈数学選択科目の再構成等〉等）／域内
の理数系教育の資質・能力向上への寄与（探究型授業デザイン研修の実施等）／外部連携・協働による
学びの拡張（大学や企業との連携・協働により、高度な探究活動や実社会に近い課題解決を経験等）

教育内容の抜本的改革とそれを
可能にする環境整備を一体的
に行う改革先導拠点を創設し、
その取り組み・成果を地域全体
に普及させるため

学びの在り方の転換
（New Transformation)

最先端を学ぶ高校の特色化・魅力化
（New Excellence)

学ぶ機会・アクセスの確保
（New Education)

都道府県

類型1

類型2

類型3

公立高校
※各類型1拠点ずつ計3拠点、
最大4拠点

2,950億円
（1都道府県当たりの
申請上限は62億円程度）

改革先導拠点の創出に係る経費
（人件費、旅費、謝金、
設備・施設整備費用等）

文科省〈基金造成経費を交付〉
→都道府県

申請締め切り：2026年
2月27日（第1回）、3月31日（第2回）、
5月15日（第3回） ※支援期間：3年程度

目的

実施主体

対象校

金額

対象経費

事業スキーム

スケジュール

改革を先導する拠点

国のグランドデザインを踏まえ、
地域の実情に応じた
都道府県実行計画の策定

総合教育会議や地方産業教育審議会を活用

多様なステークホルダーと連携・協働
コンソーシアムの構築
地域構想推進プラットフォーム等との連携・協働

【図表3】N-E.X.T.ハイスクール構想の
中核となる高校支援

国：高校教育改革に関するグランドデザイン策定

都道府県：実行計画策定
総合教育会議等を活用し、地域別就業構造の推計や人口の将来推計等を踏ま
えて検討。首長、関係部局、大学、地域の関係者や産業界との連携・協働を図る。

＊交付金等の構築に先立ち、高校教育改革のための基金を都道府県に造成
し、N-E.X.T.ハイスクール構想の実現のために、パイロットケースとして先導的
な学びの在り方を構築する高校（改革先導拠点）を創設

基金の執行状況等を踏まえ、R9年度予算の編成過程で検討。

首長
関係部局

産業界
大学等の
高等教育
機関

教育
委員会

地域

安定財源を確保した上で、交付金等の新たな財政支援の
仕組みの構築

視点
１

視点
2

視点
3

＊3

＊1

＊2
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